
■第7期三田市障害福祉計画（R6～R8）の実施状況

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行

設定の考え方
目標

（令和８年度）
実績

（令和６年度）

R8年度末時点で、R4年度末施設入所者（84人）から6％以
上が移行する（84人×6％＝5.04人≦6人）

6人（累計）
4人

(R5～累計）

R8年度末時点で、R4年度末施設入所者（84人）から5％以
上削減する（84人×95％＝79.8人≧79人）

79人 80人

（2）精神障害者を地域全体で支える体制の構築

設定の考え方
目標

（令和８年度）
実績

（令和６年度）

保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置する 設置 未設置

（３）地域生活支援の充実

設定の考え方
目標

（令和８年度）
実績

（令和６年度）

地域生活支援拠点等の5つの機能（①相談、②緊急時等の
受け入れ・対応、③体験の機会・場、④専門的人材の確
保・養成、⑤地域の体制づくり）

面的体制整備 整備済（4機能）

コーディネーターの配置等による効果的な支援体制及び緊急
時の連絡体制の構築を進める

構築 未整備

年1回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況の検証・検討
を行う

年1回以上 年1回実施

強度行動障害を有する者に関し、支援ニーズを把握し、支援
体制の整備を進める

整備 未整備

（４）福祉施設から一般就労への移行等

設定の考え方
目標

（令和８年度）
実績

（令和６年度）

R3年度実績（9人）の1.28倍以上が一般就労へ移行する
（9人×1.28＝11.52≦12人）

12人 15人

就労移行支援事業から一般就労への移行者数
R3年度実績（7人）の1.31倍以上が一般就労へ移行する
（7人×1.31＝9.17≦10人）

10人 7人

就労継続支援A型事業所から一般就労への移行者数
R3年度実績（1人）の1.29倍以上が一般就労へ移行する
（1人×1.29＝1.29　⇒移行者数全体の整合により1人）

1人 3人

就労継続支援B型事業所から一般就労への移行者数
R3年度実績（1人）の1.28倍以上が一般就労へ移行する
（1人×1.28＝1.28　⇒移行者数全体の整合により1人）

1人 5人

就労移行支援事業所（R4：2施設）のうち、一般就労へ移行
した人の割合が5割以上の事業所の割合を50％以上とする

50％以上 0%

就労定着支援事業利用者数をR3実績（8人）の1.41倍以上
とする（8人×1.41＝11.28≦12人）

12人 16人

就労定着支援事業所（R4：1施設）のうち、就労定着率が7
割以上の事業所の割合を25％以上とする

25％以上 100%

（５）相談支援体制の充実・強化等

設定の考え方
目標

（令和８年度）
実績

（令和６年度）

基幹相談支援センターを設置する 設置 設置済

協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤
の開発・改善等を実施する

実施 実施

■第3期三田市障害児福祉計画（R6～R8）の実施状況

（１）障害児支援の提供体制の整備等

設定の考え方
目標

（令和８年度）
実績

（令和６年度）

児童発達支援センターを2か所設置する 2か所以上 2か所設置済

保育所等訪問支援を利用できる体制を構築する 実施 実施済

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所を1
か所以上設置する

1か所以上 1か所設置済

主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業
所を1か所以上設置する

1か所以上 1か所設置済

保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連
携を図るための協議の場を設置する

設置 設置済

医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置する 配置 配置済

就労定着支援事業利用者数

医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置

項　　目

項　　目

児童発達支援センターの設置数

保育所等訪問支援の実施

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善
等の実施

地域生活支援拠点等の機能の充実

強度行動障害を有する者への支援体制の整備

一般就労への移行者数が５割以上の就労移行支援事業所の割合

基幹相談支援センターの設置

就労定着率7割以上の就労定着支援事業所の割合

項　　目

令和8年度末までの地域移行者数

令和8年度末の施設入所者数

項　　目

関係機関による協議の場の設置

項　　目

地域生活支援拠点等の整備

運用状況の検証・検討の実施回数

項　　目

福祉施設から一般就労への移行者数

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所の設置数

主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所の設置数

資料６



■障害福祉サービス等の実施状況（１）

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

利用者数 人/月 124 134 145 121

量の見込み 時間/月 2,852 3,082 3,335 2,300

利用者数 人/月 11 12 13 8

量の見込み 時間/月 3,300 3,600 3,900 2,168

利用者数 人/月 23 23 23 25

量の見込み 時間/月 322 322 322 493

利用者数 人/月 1 1 1 1

量の見込み 時間/月 14 14 14 14

利用者数 人/月 65 72 80 78

量の見込み 人日/月 436 486 536 397

利用者数 人/月 176 179 182 165

量の見込み 人日/月 3,344 3,401 3,458 3,176

利用者数 人/月 3 3 3 3

量の見込み 人日/月 57 57 57 63

利用者数 人/月 18 18 18 12

量の見込み 人日/月 288 288 288 213

利用者数 人/月 ― 5 15 ―

量の見込み 人日/月 ― 80 240 ―

利用者数 人/月 39 43 47 21

量の見込み 人日/月 663 731 799 357

利用者数 人/月 22 24 26 45

量の見込み 人日/月 440 480 520 874

利用者数 人/月 225 230 235 246

量の見込み 人日/月 3,600 3,680 3,760 3,958

13 療養介護 利用者数 人/月 17 17 17 15

14 就労定着支援 利用者数 人/月 16 17 18 10

15 自立生活援助 利用者数 人/月 1 1 1 1

16 共同生活援助 利用者数 人/月 82 87 92 80

17 施設入所支援 利用者数 人/月 82 80 79 81

18 計画相談支援 利用者数 人/月 138 144 150 154

19 地域移行支援 利用者数 人/月 4 5 6 3

20 地域定着支援 利用者数 人/月 5 5 5 8

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

利用児童数 人/月 194 209 225 153

量の見込み 人日/月 1,320 1,422 1,530 1,062

利用児童数 人/月 304 326 349 297

量の見込み 人日/月 2,584 2,771 2,967 2,231

利用児童数 人/月 9 10 11 5

量の見込み 人日/月 18 20 22 5

利用児童数 人/月 0 0 0 0

量の見込み 人日/月 0 0 0 0

25 障害児相談支援 利用児童数 人/月 98 101 104 106

2 重度訪問介護

6 生活介護

3 同行援護

4 行動援護

5 短期入所

指標 単位

障害福祉サービス

見込量 実績
備考

10 就労移行支援

11 就労継続支援（A型）

12 就労継続支援（B型）

21 児童発達支援
該当年度分概況（障害者）の年度計
を12で除して月平均を算出。概況は
国保連提供データから作成したもの。

障害児通所支援

項番 サービス／項目 指標 単位
見込量

備考
実績

24 居宅訪問型児童発達支援

22 放課後等デイサービス

23 保育所等訪問支援

9 就労選択支援

8 自立訓練（生活訓練）

7 自立訓練（機能訓練）

1 居宅介護
該当年度分概況（障害者）の年度計
を12で除して月平均を算出。概況は
国保連提供データから作成したもの。

項番 サービス／項目



■障害福祉サービス等の実施状況（２）

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

26 成年後見制度利用支援事業 人/年 4 4 4 4

件/年 486 505 525 496 団体派遣含む

人 3 3 3 3

6 6 6 1

11 11 11 22

10 10 10 22

20 20 20 22

1,862 1,880 1,898 1,910

2 2 2 0

29 手話奉仕員養成研修事業 人/年 25 25 25 25

人/月 123 126 129 125

時間/年 15,180 15,635 16,104 14,338

か所 2 2 2 2

人/月 17 17 17 18

人/月 1 1 1 1

回/年 103 103 103 91

人/月 56 61 67 75

回/年 5,551 6,106 6,716 6,447

34 更生訓練費給付事業 人/月 20 20 20 15

移動支援事業
利用者数

事業／項目

見込量

延べ利用時間数

排せつ管理支援用具

居宅生活動作補助用具
（住宅改修費）

33 日中一時支援事業
利用者数

32 訪問入浴サービス事業
利用者数

延べ利用回数

延べ利用回数

31 地域活動支援センター
設置箇所数

実利用者数

30

項番

件/年

手話通訳者・
要約筆記者派遣事業

手話通訳者設置事業
意思疎通支援事業

介護・訓練支援用具

自立生活支援用具

在宅療養等支援用具

情報・意思疎通支援用具

地域生活支援事業

27

28

備考

日常生活用具給付等事業

実績

養成研修修了者数

利用者数

利用者数

単位


